別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　　項：企画開発費　　　目：交通対策費
	事業名:バス運行対策費補助金（経常）（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　都市建築部　公共交通課　鉄道・バス担当　電話番号：058-272-1111（内2735）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11134@preg.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：223,383千円（前年度予算額：240,411千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　地域住民の生活に必要なバス路線のうち、広域的、幹線的な路線の運行、維持管理等を図ることによる、地域住民の福祉確保を目的とした補助金。

(1)地域間幹線路線維持費補助金
　　次の要件をすべて満たす路線に対し、経常費用と経常収益の差額分を国と県が補助
する。（限度額：経常費用の9/20）
　　1.複数市町村にまたがる路線（平成13年3月31日時点の市町村の状態に応じて
　　　決定）
　　2.1日当たりの輸送量が15人以上150人以下の路線

　　3.1日当たりの運行回数が3回以上の路線

　　4.広域行政圏の中心都市等にアクセスする路線

　　5.経常収益の見込みが経常費用の見込みに達していない路線
　　※補助対象経費
　　　①他の運行系統との総輸送量が150人を超える競合区間が、キロ程の50％以上、
②平均乗車密度が5人未満、③平均賃率がその事業者の一般路線の平均賃率の80％
未満である路線は、一定の補助対象経費をカット。

(2)車両の購入に係る補助金

　　路線維持費の中で車両購入に係る減価償却費（ノンステップバス1両あたり初年度

償却額750万円）及び金融費用（購入に係る借入）を別途計上。

(3)路線維持合理化促進補助金

　　事業者の収支改善度合いに応じて補助。
	２　所要経費


補助金：223,383千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

４　人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる

　　地域の中心的な公共交通手段である路線バスについて、その運行を支援する。
	２　これまでの取組状況


　平成23年6月に設立した「岐阜県地域公共交通協議会」において、公共交通の維持確保等について協議し、地域間幹線路線として地域住民に必要な乗合路線について、事業者が単独で事業の継続が困難な場合、補助対象路線として認定し、国等と協調し補助をしてきた。
	３　これまでの取組に対する評価


乗合バス事業者に対して運行費を補助したことによって、地域間幹線路線を維持することができた。ただし、乗合バス事業は、バス利用者の減少が続き、厳しい経営状況にあり、不採算路線からの撤退が危惧されている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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